２０２６年度　人材育成支援事業　ＮＰＯ役職員研修補助　募集要項

１．目的
新潟県内の市民活動団体の組織力を高め、信頼される活動を継続していくため、県内の市民活動団体の役職員が、財団が指定する外部研修に参加する場合の参加費と交通費を、一部補助します。この補助によって、優れた研修への参加を促し、数多くの市民活動団体の人材が育まれることで、新潟県内の市民活動を支え、社会課題を解決することに寄与することを期待します。

２．対象団体
（１）県内に拠点を置き、福祉向上など県民のための活動を行っている市民団体・地域住民活動団体（以下、「団体」という）。
（２）適切な団体運営が行われていることが確認できる団体。
（３）対象団体の種別は、NPO法人・認定NPO法人、一般社団法人、一般財団法人、労働者協同組合、任意団体とします。ただし、任意団体は、当該年度および前年度の当財団助成採択団体とします。
（４）次の団体は除きます。
①助成金の管理能力に欠けると認められる団体
②法令遵守に問題があると認められる団体
③目的や活動内容が特定の政治・宗教に偏っている団体
④反社会的勢力と関りがある団体
（５）その他、財団が特別に認めた団体

３．対象期間
２０２６年４月１日～２０２６年１２月末までに、参加・受講する研修を対象とします。また、交通費の、領収書日付もこの期間内のものを対象とします。ただし、予算上限を超えた場合、対象期間内であっても終了します。

４．対象人数
　１団体のべ２名分までとします。

５．対象とする費用
別表（参考）の参加費および受講料の全額と、公共交通機関の交通費の半額を補助とします。なお、別表（参考）以外の参加費および受講料については、個別相談に応じますので、遠慮なく相談してください。
ただし、以下は対象外とする。
①受験料、テキスト代金、振込手数料等
②オンライン参加が選択できる研修会等に、対面を選んで参加した際の交通費
③ファーストクラス、スーパーシート、プレミアムエコノミー、グリーン席など特別料金として、経済合理性を欠く交通費

６．申込手続き
（１）申込書
当財団の定める申込書に必要事項を記載願います。なお、当財団ホームページからダウンロードできます。
（２）申込方法
　①受付期間
対象期間のうち、毎月末〆切（１７時必着）とします。
　②申込送付方法
　末尾記載のメールアドレスに添付の上、送信してください。受信したことを土、日、祝日を除き、３日以内にメールにて返信いたします。返信メールがない場合、メール不具合の可能性がありますので、その際は、お問い合わせください。なお、申込書は、返却いたしません。

７．補助の決定
補助対象としての適否を確認の上、申込日より３０日以内に、申込団体に補助の諾否をメールにて連絡します。

８．振込口座の提出書類
決定通知を受理した日から原則、２週間以内に、申込団体の振込先口座の届出書をメールにて提出していただきます。なお、振込先口座は団体名義の普通預金口座とします。

９．報告書の提出
参加した研修が終了した日から２週間以内に、当財団の定める報告書と領収書の写しを、メールにて提出してください。
なお、ファイヤーストレージ、ギガファイル便、Googleドライブなどのデータ転送サービスを使用した受領はしておりません。

１０．振込日について
報告書と領収書の写しが提出された日から、２週間以内に届出書に記載の口座へ振込を行う。

１１．申込の流れ
[bookmark: _Hlk185253826]
財団
申込団体
①申込書（４/２５）

②決定通知（５/２３）


③振込先口座届出書（６/６）


④報告書と領収書（写）（７/１）

⑤振込（７/１0）



（例として、６月２０日開催の研修会に参加する場合の流れを記載しています）

１２．返還について
次の場合、補助した全額または一部の返還を求めます。また、悪質なものと認められる場合にはその事実を公表します。
（１）偽りその他不正な手段により補助を受けたことが判明した場合
（２）報告書を期日までに提出しなかった場合

１３．個人情報の取り扱い
申込書および報告書に記載の個人情報は、①当財団が行う事業のほか、②市場調査、データ分析による当財団の事業に関する研究および開発のため、適切な業務の遂行に必要な範囲で利用いたします。

問合せ先（公財）新潟ろうきん福祉財団　地域共生推進室
〒９５１－８１１３　
新潟市中央区寄居町３３２－３８　新潟県労働金庫本店５Ｆ
営業日：月曜から金曜、９時から１７時まで、土・日・祝日は休み
ＴＥＬ：０２５（２８８）５２７３　ＦＡＸ：０２５（２８８）５２７４
ホームページ：https://www.zaidan-hukushi.or.jp
メール：info.zaidan@niigata-rokin.or.jp
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別表（参考）
	研修名および
補助対象費用
	団体名
	2025年度費用※

	ともに市民社会をつくる学びコミュニティ「ともしび・ＮＰＯスクール」参加費（オンライン）
	認定ＮＰＯ法人日本ＮＰＯセンター
	22,000円～（コースによって変動）

	准認定ファンドレイザー受講料（オンライン）
	認定ＮＰＯ法人日本ファンドレイジング協会
	45,000円
（割引有）

	ＮＰＯ事務局セミナー受講料（対面）
	全国ＮＰＯ事務支援カンファレンス（事務局認定ＮＰＯ法人岡山ＮＰＯセンター内）
	6,000円
（割引有）

	認定ＮＰＯ法人入門クラス参加費（オンライン）
	ＮＰＯ法人セイエン
	1,000円

	ボランティアコーディネーション力検定３級受講料（対面）
	認定ＮＰＯ法人日本ボランティアコーディネーター協会
	5,940円


※費用は、２０２５年度の金額です。２０２６年度の費用は、変更になる場合があります。
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